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はじめに

委員の皆様には、平素より公的年金制度の運営に多大なるご理解・ご協力を賜り、心より御礼申し上げます。

令和3年は、深刻化する新型コロナウイルス感染症の感染拡大の中、「我が国社会の安定・安心への貢献」を組織目
標とし、安定した国民生活が営まれるよう様々な取組を実施してまいりました。

具体的には、本資料にも記載しておりますが、コロナ禍における政策的な対応として、無年金者・低年金者の発生防
止の観点から要請された「国民年金保険料の臨時特例免除」について、全国で約54.4万件を承認しました。また、厳し
い経済環境を踏まえ、事業存続のために設けられた「厚生年金保険料等の納付猶予特例」については、全国で約9.8万
事業所、約9,700億円を許可いたしました。

沖縄県における地域年金展開事業については、「市町村や関係機関との連携強化」「教育機関と連携した年金セミ
ナーの推進」「年金委員活動の活性化、委嘱拡大」の3点を重点取組事項に位置づけ、計画的に取組を進めております。

特に、高校生を対象とした年金セミナの推進に力を入れてまいりました。本資料では、12月までの事業実施結果を報
告しておりますので、ぜひご確認ください。

令和4年は、繰下げ上限年齢の引き上げ、在職老齢年金制度の見直し、被用者保険の適用拡大など、大きな制度改正
が控えており、公的年金制度の周知・理解の促進がますます重要となってまいります。

今後も、委員の皆様のお力添えをいただきながら、地域年金展開事業をより一層推進し、制度加入や保険料納付に結
びつけることで、日本年金機構の使命である「正確な給付、適切な年金制度の運用により、高齢化社会における我が国
社会の安定・安心に貢献すること」の実現に向け邁進してまいります。

引き続き、ご指導ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

日本年金機構 那覇年金事務所長
玉城 博之



１．地域年金展開事業の概要
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○本部
相談・サービス推進部

○各地域代表
年金事務所

・関係機関との連絡
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・年金事務所の状況
把握

○年金事務所
・事業実施主体
・代表年金事務所は管内の

年金委員活動支援を取り
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日本年金機構
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地域年金展開事業
年金制度の周知、理解、支援のネットワークの構築

①ポスターの貼付・チラシの配布・リーフレットの設置

②年金制度説明会（地域、関係機関、関係団体への普及・啓発活動）

③年金セミナー（教育機関への普及・啓発活動）

④出張年金相談会

⑤年金委員の活動支援

⑥地域年金事業運営調整会議 など

地方自治体
・市区役所、町村役場
・自治会
・民生委員、児童委員

教育機関
企業、商業施設 など

○地域

都道府県社会保険労務士会
全国健康保険協会都道府県支部
社会保険（年金）協会・委員会
年金受給者協会
商工会、商工会議所 など

○関係団体

厚生労働省
・地方厚生(支)局
・都道府県労働局
・ハローワーク など

教育委員会
社会福祉協議会 など

○関係機関

地域のネットワーク

共同開催

連携
・

協力

参加

・委嘱事務
・各種支援（研修や情報提供）

協力者

年金委員 地域年金推進員

年金制度の普及・啓発

地域年金展開事業の概要
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地域年金展開事業の主な取組

■公的年金制度の普及・啓発や国民年金保険料収納率の向上等のため、関係機関との連携協力のもと、「年金
制度説明会」や「年金セミナー」「出張年金相談」等を実施します。

■また、日本年金機構が取り組む公的年金制度の普及・啓発活動について、関係者や有識者からなる「地域年
金事業運営調整会議」を都道府県ごとに開催し、事業推進のための意見や助言をいただきます。

○ 年金委員を対象とした研修会の開催や、各種冊子・チラシなど活動に役立つ情報を提供。
年金委員活動

支援事業

○ 公的年金制度の普及・啓発などの検討や年金事務所が行う事業への意見・助言をいただくため、学
識経験者や関係機関の職員などを委員として都道府県単位で設置。

地域年金事業
運営調整会議

○ 職員が自治体や民間企業、関係機関、関係団体等に対し、オンラインまたは対面により、事務担当
者や従業員・所属員・加入員向けの年金制度説明会を実施。

○ 市区役所・町村役場の広報誌や行事等を通じ、年金制度や日本年金機構が行う事業の周知、ポス
ター・チラシの掲示や設置、配布の依頼等。

地域連携事業

○ 年金事務所職員が高校、大学、専門学校等に対し、オンラインまたは対面により、生徒・学生向け
の年金セミナーを実施。もしくは年金セミナー用動画（DVD）を配付。

○ 大学での年金相談、学生納付特例制度の申請窓口の開設、パンフレットの設置、配布の依頼等。

年金セミナー事業

○ 年金事務所から遠方の地域住民の利便性やニーズに応えるため、市区役所・町村役場や大規模商業
施設、イベント会場等で、出張年金相談や免除申請窓口を開設。

地域相談事業

3



２．令和３年度事業実施結果中間報告

（令和3年４月～12月）
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○地域連携事業
計画 実績 総括及び課題

市
町
村
・
官
公
庁

① 市町村や官公庁に、窓口
での年金制度に関するポ
スターの掲示及びリーフ
レットの設置等を依頼し、
地域住民への情報提供の
充実を図る。

② 市町村広報誌等を活用し、
年金制度に関する周知を
行う。

③ 市町村職員への研修を実
施する。

① 市区町村や官公庁に、年金生活者支援給付金や新型コロナウイ
ルス感染症の影響を踏まえた各種対策に関するポスターの掲示
及びリーフレットの設置等を依頼し、地域住民への周知広報を
実施した。
また、市町村や年金委員に日本年金機構アニュアルレポートを
送付し、事業運営の状況や目標の達成状況について報告した。

② 市町村広報誌へ国民年金保険料臨時特例免除制度等に関する記
事を提供し、地域住民への広報を行った。また、令和3年8月に
は日本年金機構の公式ツイッターにて沖縄在住者向けに国民年
金制度の周知を図るとともに市町村におけるSNSを活用した国
民年金の周知を依頼した。

③ 市町村職員への研修会・制度説明会を以下のとおり実施した。

実施月 事務所 対象市町村 参加者 開催形式

5月13日 名護 名護市他5町村 6名 対面式

10月28日 浦添 浦添市他4市町村 5名 対面式

11月17日 平良 宮古島市、多良間村 3名 対面式

11月17・25日 名護 名護市他11町村 12名 対面式

12月7日 石垣 石垣市、竹富町 4名 対面式

5



計画 実績 総括及び課題

市
町
村
・
官
公
庁

④ 市町村担当者向け情報誌
を定期的に発行し、制度
改正や事務処理上の留意
点について情報提供を行
う。

⑤ 国税局・税務署へ広報チ
ラシの設置を依頼する。

九州厚生局との共催により、九州管内市町村職員への事務説明
会を開催した。新型コロナウイルス感染症対策として、昨年度
同様、機構のテレビ会議システムを活用し博多年金事務所から
発信する方法で開催した。
開催日：11月17日・25日
テーマ：国民年金免除事務

年金制度改正

市町村担当者を対象にオンライン研修会を企画し、開催準備を
進めている。
開催時期：令和4年2月
テーマ ：国民年金免除事務の留意点

障害年金事務の留意点

④ 市町村担当者向け情報誌「かけはし」を定期的に発行し、制度
改正や事務処理上の留意点について、タイムリーな情報提供を
行った。
送付時期：5月、7月、9月、11月（奇数月に発行）

⑤ 確定申告時の年金事務所窓口に源泉徴収票等の再発行依頼が多
くなることから混雑緩和のため、昨年度に引き続き、沖縄国税
事務所及び沖縄県内税務署に「年金受給者の源泉徴収票再発行
手続き」及び「国民年金保険料控除証明書再発行手続き」に関
するチラシの設置依頼を行った。

○ 市町村の担当者が、日頃の業務の中で
難しいと感じていること、疑問に思っ
ていることが少しでも解決できるよう、
実践的な研修となるよう努める。

○ 国民年金の適用・収納については、市
町村との緊密な連携が不可欠であるた
め、オンラインの活用を含め研修会や
意見交換の機会の充実をさらに進めて
いく必要がある。
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計画 実績 総括及び課題
社
会
保
険
労
務
士
会

① 定期的に連絡会を開催す
るとともに、適宜情報提
供・情報共有を行う。

① 連絡会議を毎月1回開催し、年金相談に関する事務処理誤り等の
情報提供を行うとともに、電子申請の推進に関する協力依頼を
行った。

○ 受給開始時期の選択肢の拡大や被用者
保険の適用拡大などの大きな制度改正
を控え、機構の事業推進には社会保険
労務士会との連携が不可欠であること
から、さらに協力連携を進めていく。

全
国
健
康
保
険
協
会

① 定期的に連絡会議を開催
し、情報共有を図る。

② 全国健康保険協会沖縄支
部及び沖縄県社会保険委
員会と共催で年金委員功
労者表彰式を開催する。

① 新型コロナウイルス感染防止のため沖縄県社会保険事業連絡調整
会議を中止した。

② 新型コロナウイルス感染症の影響で例年合同で実施していた年
金委員・健康保険委員功労者表彰伝達式はそれぞれで行った。
今年度から沖縄県社会保険委員会と共催で年金委員功労者表彰
を開催した。

○ 厚生年金保険の適用に伴う保険証の発
行や、健康保険の給付と年金の給付な
ど、相互に関連する業務について理解
を深めることは、お客様サービスの観
点からも非常に重要であることから、
引き続き連携強化を図る。

社
会
保
険
協
会

① 社会保険協会発行の広報
誌へ記事を掲載し、会員
事業所への情報提供を行
う。

① 奇数月に発行される社会保険協会発行の広報誌「社会保険おき
なわ」に記事を掲載し、情報提供を行った。
主な掲載記事
・電子申請の推進
・算定基礎届・賞与支払届提出の案内
・国民年金臨時特例制度
・ねんきんネットの利用促進
・被用者保険の適用拡大

○ 記事掲載による情報発信をさらに効果
的なものとするため、より分かりやす
く読みやすい記事となるよう工夫する。
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計画 実績 総括及び課題

企
業
・
団
体
等

① 自治会や民生委員等に対
し、年金制度説明会を開
催する。

① 以下のとおり自治会や民生委員に対して年金制度説明会を開催
した。

〇 市町村の連携を図り民生委員児童委員
に対して年金制度周知を図ることがで
きた。

〇 年金セミナー同様に非対面による説明
会の開催を推進する。

マ
ス
メ
デ
ィ
ア

① マスメディアを活用した
広報を行う。

① 沖縄タイムス、琉球新報に令和２年度国民年金収納対策の取組
みを報告し、沖縄タイムスに記事が掲載された。

② 平良年金事務所において、宮古島市長との面談時に地元の新聞
社2社（宮古新報、宮古毎日）に取材依頼し、面談時の内容に含
めて宮古島市の国民年金の現状の記事が掲載された。

③ 石垣年金事務所において、月に１・２回地元ラジオ（石垣サン
サンラジオ）にゲストとして参加し、無年金者ゼロの取組や沖
縄特例などの制度説明、予約相談の周知を行った。

〇 令和2年度から、沖縄タイムス、琉球
新報に国民年金収納対策の取組報告を
行っている。平良年金事務所及び石垣
年金事務所においては、地元マスコミ
を活用し年金制度の周知を図っている。

若
年
者

① 20歳になった国民年金
被保険者に対する説明会
を開催する。

① 20歳になった国民年金被保険者を対象にオンライン年金説明会
を開催した。

日 時 令和3年11月30日 17：00～17：30
参加人数 21名

実施時
期 事務所 団体等名 参加

数

11月 那覇 糸満市民生委員児童委員協議会 58名

11月 コザ 沖縄市民生委員児童委員協議会 28名

12月 名護 管内事業所 20名
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○年金セミナー事業
計画 実績 総括及び課題

開
催
に
向
け
た
ア
プ
ロ
ー
チ

① 年金セミナーの実施に向
け、教育関係機関への協
力依頼を行う。

② 中学校・高校・大学・専
門学校等に対し、積極的
なアプローチを行う。
また、アプローチを行う
際は、地域年金推進員を
積極的に活用する。

① 年金セミナーの実施に向け、沖縄県教育庁県立学校教育課・義
務教育課、市町村教育委員会に対し協力依頼を行った。

地域年金推進員とともに、沖縄県公立学校校長会に出席し、年
金セミナーの開催にかかる協力依頼を行った。

② 教育機関及び市町村教育委員会に送付し案内文書を送付すると
ともに、年金事務所から電話等により個別にアプローチを行っ
た。
また、令和3年3月から新たに地域年金推進員を設置し、年金セ
ミナーの申し込みがない沖縄本島内の県立高校41校を訪問し個
別にアプローチを行い、確実な周知につなげることができた。

○ 新型コロナウイルス感染症の影響を踏
まえ、オンラインによる年金セミナー
の開催を積極的に推進していく。

○ 学校側のカリキュラムやニーズを十分
把握するとともに、多様な年金セミ
ナーが実施できることを積極的にア
ピールし、数あるセミナーの中から年
金セミナーを選んでいただけるよう努
める。

○ 学校長OBである地域年金推進員による
アプローチは非常に有効である。今後
も連携を密に取組を進めていく。
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計画 実績 総括及び課題

年
金
セ
ミ
ナ
ー
の
開
催

① 新型コロナウイルス感染
症対策を徹底したうえで、
各学校の状況や要望に応
じた年金セミナーを開催
する。

① 新型コロナウイルス感染症対策を徹底したうえで、以下のとお
り年金セミナーを開催した。
新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、オンラインや動画
（DVD）を活用したセミナーの開催など、新たな形態を積極的
に取り入れた。
これまでの開催実績は以下のとおり。

○ 今後オンラインを活用した年金セミ
ナーが増加することを踏まえ、オンラ
インセミナーに適した資料の作成、操
作方法の習得、伝わりやすい説明スキ
ルの習得などに取り組む。

○ 相手方にオンラインセミナーのメリッ
トが実感できるような工夫を重ねてい
くことが重要である。

地
域
年
金
推
進
員

① 地域年金推進員による学
校へのアプローチ。

① 令和３月10月から沖縄本島内の県立高校41校を訪問し年金セミ
ナーのアプローチを行った。

○ 年金セミナーの活性化のためには地域
年金推進員の協力が極めて重要である
ため、引き続き、連携を強化していく。

元年度 2年度 3年度
（予定を含
む）

（内訳）

オンライン DVD 対面

中学校 0 1 8 （6） （2） （0）

高等学校 21 16 39 （4） （21） （14）

大学
短大 6 0 2 （0） （0） （2）

専門学校
各種学校 12 9 25 （5） （17） （3）

支援学校 2 0 １ （0） （1） （0）

合計 41 26 75 （15） （41） （19）
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令和３年度 沖縄県内 年金セミナー開催実績一覧表（予定を含む）

【大学、短大等】 〇：対面式、●：ＤＶＤ方式、◎：オンライン方式

管轄年金事務所 名 称 年金セミナー事業

令和３年度 令和２年度
平成31年度

（令和元年度）

那覇 沖縄県立看護大学

沖縄県立芸術大学

沖縄大学

浦添 沖縄キリスト教学院大学

琉球大学 〇

沖縄キリスト教短期大学

沖縄女子短期大学

コザ 沖縄国際大学 〇 〇

名護 名桜大学

９校 1 0 2
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令和３年度 沖縄県内 年金セミナー開催実績一覧表（予定を含む）
【専門学校】 〇：対面式、●：ＤＶＤ方式、◎：オンライン方式

管轄年金事務所 名 称 年金セミナー事業

令和３年度 令和２年度
平成31年度

（令和元年度）

那覇 育英義塾教員養成学院

（４３校） 沖縄ウエル専門学校

沖縄こども専門学校

沖縄情報経理専門学校 那覇校

学校法人新島学園沖縄調理師専門学校

沖縄ビジネス外語学院 ●

沖縄福祉保育専門学校

沖縄ブライダルアンドホテル観光専門学校

北九州予備校 沖縄校

サイ・テク・カレッジ那覇

尚学院国際ビジネスアカデミー(ＳＩＢＡ)

スペースチャイナ外語学院 〇 〇

専修学校 インターナショナルリゾートカレッジ ● 〇

専修学校 エルケア医療保育専門学校

専修学校 沖縄大原簿記公務員専門学校

専修学校 沖縄ペットワールド専門学校 ● 〇

専修学校 国際電子ビジネス専門学校

専修学校 ビューティーモードカレッジ ● 〇

専門学校 ITカレッジ沖縄

専門学校 スペースチャイナ外国語学院

専門学校 大育

専門学校 那覇日経ビジネス 〇

専門学校 ライフジュニアカレッジ

大育高等専修学校

大育情報ビジネス専門学校

大育理容美容専門学校

那覇情報システム専門学校

琉美インターナショナルビューティカレッジ ◎

伊舎堂沖縄ファッション学院

沖縄税務経理学院

沖縄ドレスメーカー専門学院

沖縄ファッションアート学院

沖縄写真デザイン工芸学校

開南洋裁学院

熊谷和・琉裁きもの専門学院

すみれ服装学院

那覇尚学院

日本文化経済学院

萬田ドレスメーカー専門学院

那覇市医師会那覇看護専門学校 〇 〇

沖縄リゾートアンドスポーツ専門学校

学校法人三幸学院沖縄ビューティーアート専門学校

沖縄アカデミー専門学校
12



【専門学校】 〇：対面式、●：ＤＶＤ方式、◎：オンライン方式

管轄年金事務所 名 称 年金セミナー事業

令和３年度 令和２年度
平成31年度
（令和元年度）

医療法人おもと会 沖縄リハビリテーション福祉学院 ◎ 〇

学校法人おもと会 沖縄看護専門学校 〇 〇

浦添 沖縄歯科衛生士学校 ● 〇

（11校） 学校法人湘央学園 浦添看護学校

ＪＳＬインターナショナルカレッジ

専修学校 インターナショナルデザインアカデミー

専門学校 沖縄統合医療学院

琉球調理師専修学校

沖縄学院

沖縄県立浦添職業能力開発校

沖縄統合医療学院

コザ 沖縄医療工学院 ●

（１５校） 沖縄ホテル観光専門学校 ●

専修学校 育成保育カレッジ学院

専修学校 パシフィックテクノカレッジ ●

沖縄情報経理専門学校

専門学校 日経ビジネス（中部校） ●

中部美容専門学校

沖縄職業能力開発大学校（ポリテクカレッジ）

専門学校 沖縄中央学園 〇

沖縄ブライダルモード学園 〇

学校法人南星学園サイ・テク・カレッジ美浜 ●

海邦電子ビジネス専門学校

中部地区医師会立ぐしかわ看護専門学校

沖縄県立具志川職業能力開発校 〇 〇

学校法人大庭学園 ソーシャルワーク専門学校 ● 〇

名護 沖縄情報経理専門学校 名護校 ◎

（４校） 北部地区医師会北部看護学校

沖縄県立農業大学校 〇

専門学校 琉球リハビリテーション学院

平良 すみれ洋裁学校 ●

７4校 18 6 9
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【高等学校】 〇：対面式、●：ＤＶＤ方式、◎：オンライン方式

管轄
年金事務所 名 称

年金セミナー開催

令和３年度（予定を含む） 令和２年度 平成３1年度（令和元年
度）

那 覇 沖縄県立 那覇高等学校 ●
沖縄県立 真和志高等学校 〇 〇 〇

・県立１９校 沖縄県立 小禄高等学校

・私立２校 沖縄県立 那覇西高等学校

沖縄県立 沖縄工業高等学校 〇

沖縄県立 那覇国際高等学校

沖縄県立 首里高等学校

沖縄県立 首里東高等学校 〇

沖縄県立 開邦高等学校 〇

沖縄県立 那覇商業高等学校 ● 〇

沖縄県立 泊高等学校

沖縄尚学高等学校

興南高等学校

沖縄県立 豊見城南高等学校

沖縄県立 南部農林高等学校 〇

沖縄県立 南風原高等学校 〇 〇

沖縄県立 向陽高等学校

沖縄県立 南部工業高等学校

沖縄県立 南部商業高等学校 ● 〇 〇

沖縄県立 糸満高等学校 ●

沖縄県立 沖縄水産高等学校 〇 〇
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【高等学校】 〇：対面式、●：ＤＶＤ方式、◎：オンライン方式

管轄
年金事務所 名 称

年金セミナー開催

令和３年度（予定を含む） 令和２年度 平成３1年度（令和元年度）

浦 添 沖縄県立 西原高等学校

沖縄県立 知念高等学校 〇 〇 〇

・県立８校 沖縄県立 浦添工業高等学校

・私立１校 沖縄県立 那覇工業高等学校 〇

沖縄県立 浦添高等学校 〇

沖縄県立 陽明高等学校

沖縄県立 浦添商業高等学校 〇

昭和薬科大学付属高等学校

沖縄県立 久米島高等学校 〇

コ ザ 沖縄県立 普天間高等学校

沖縄県立 宜野湾高等学校 〇

・県立１８校 沖縄県立 中部商業高等学校 〇

・私立１校 沖縄カトリック高等学校 〇

沖縄県立 美里高等学校 〇 〇

沖縄県立 美来工科高等学校 〇

沖縄県立 美里工業高等学校 ◎

沖縄県立 コザ高等学校 〇

沖縄県立 球陽高等学校 〇

沖縄県立 北谷高等学校 〇

沖縄県立 石川高等学校 〇

沖縄県立 前原高等学校 ●

沖縄県立 与勝高等学校

沖縄県立 具志川高等学校 〇

沖縄県立 中部農林高等学校 〇

沖縄県立 具志川商業高等学校 ●

沖縄県立 北中城高等学校 〇

沖縄県立 読谷高等学校 〇 〇

沖縄県立 嘉手納高等学校 〇
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【高等学校】 〇：対面式、●：ＤＶＤ方式、◎：オンライン方式

管轄
年金事務所 名 称

年金セミナー開催

令和３年度（予定を含む） 令和２年度 平成３1年度（令和
元年度）

名 護 沖縄県立 名護高等学校 〇
沖縄県立 北部農林高等学校

・県立７校 沖縄県立 名護商工高等学校 〇 〇 〇
沖縄県立 辺士名高等学校 〇
沖縄県立 北山高等学校 〇
沖縄県立 本部高等学校
沖縄県立 宜野座高等学校

平 良 沖縄県立 宮古高等学校 〇 〇
沖縄県立 宮古工業高等学校 〇 〇 〇

・県立３校 沖縄県立 宮古総合実業高等学校 〇 〇 〇
石 垣 沖縄県立 八重山高等学校

沖縄県立 八重山農林高等学校 〇 〇
・県立３校 沖縄県立 八重山商工高等学校 〇

６２校（県立５８校・私立４校） 32 12 17
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○地域相談事業
計画 実績 総括及び課題

出
張
年
金
相
談

① 遠隔地の市町村において、
出張年金相談を開催する。

① 以下のとおり各市町村において出張年金相談を開催した。
なお、新型コロナウイルス感染症の影響により、予定していた
一部が開催中止となった。

○ 新型コロナウイルス感染症の影響によ
り開催を中止した町村があったが、実
施した出張相談においては、感染防止
対策を徹底したうえで実施することが
できた。

○ 遠隔地にお住いの被保険者・受給者に
とって、出張年金相談は極めて重要な
相談の機会であり、多くのニーズもあ
ることから、引き続き市町村や関係機
関と連携しながら実施していく。

事務所 開催場所 開催日 相談件数

石垣 与那国町役場保健指導所 5月20日 6件

平良 多良間村役場 10月6日 7件

石垣 竹富町中野わいわいホール 10月26日 3件

石垣 与那国町役場保健指導所 11月9日 2件

石垣 竹富町西表東部出張所 12月16日 1件

石垣 竹富町小浜公民館 12月21日 0件

（令和3年4月～令和3年12月）
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○年金委員活動支援事業
計画 実績 総括及び課題

年
金
委
員

① 年金委員に対する定期的
な研修会・意見交換会を
開催する。

① 県内年金事務所合同により年金委員に対して研修会及び意見交
換会を開催し、年金委員の活動を支援した。

日時 令和3年11月22日14：00～15：30
場所 沖縄産業支援センター
内容 ①受給開始時期の選択機会の拡大及び障害年金につい

て（年金給付関係）
②失業による特例免除等（国民年金関係）
③厚生年金適用関係（厚生年金適用関係）

参加 22名

なお、今後、地域型年金委員の組織的活動を活性化するため、
都道府県単位の「地域型年金委員連絡会」及び年金事務所単位
の「地区連絡会」をそれぞれ設置し運営する予定としている。

○ 年金委員は地域や職場での制度周知・
理解の促進に欠かせない存在であり、
国民年金の納付率向上、無年金者・低
年金者の防止に貢献していただく、い
わば「地域や職場における機構職員」
であることから、研修会や情報提供を
通じてしっかりと活動をサポートして
いく。
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計画 実績 総括及び課題

年
金
委
員

② 積極的な情報提供

③ 年金委員への活動依頼

④ 委嘱数拡大に向けた取組
令和４年３月末までに次
の委嘱数

職域型： 1,375名
地域型： 73名

②【職域型】
・知っておきたい年金のはなし

【地域型】
・情報誌「なごみ・便り」
（4月、6月、8月、10月、12月）

・「アニュアルレポート2020」
・「年金委員［地域型］活動の手引き」
・年金委員の年間配付物カレンダー

③【職域型】
・年金の日ポスター掲示とリーフレットの配布依頼を行った。

【地域型】
・年金の日ポスター掲示とリーフレットを公民館等へ
設置するよう依頼を行った。

④【職域型】
・各年金事務所は文書及び電話により年金委員の委嘱依頼を積
極的に行った結果、令和3年11月末で1,281名となり令和2年
度末比で91名増加している。特に平良年金事務所及び石垣年
金事務所は目標委嘱数を達成している。

【地域型】
・那覇年金事務所においては、沖縄県社会保険労務士会の会員
への協力依頼を行った。

・コザ年金事務所においては、沖縄市民生委員・児童委員協議
会の役員に対して協力依頼を行った。

・名護年金事務所においては、自治区事務所を訪問し、区長に
対して協力依頼を行った。

・平良年金事務所においては、宮古島市の行政連絡員に協力依
頼を行った。

・石垣年金事務所においては、地域型年金委員の方から紹介さ
れた方に対して協力依頼を行った。

＜令和3年11月末＞
職域型委嘱数 1,281名
地域型委嘱数 65名

○ 年金委員の委嘱数は、昨年度までは職
域型・地域型ともに減少傾向にあった
が、令和3年度は、年金委員のメリッ
トの説明を十分に行ったアプローチに
より、委嘱数が増加傾向で推移してい
る。
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○「ねんきん月間」及び「年金の日」における取組
計画 実績 総括及び課題

年
金
委
員
表
彰
式

① 年金委員功労者表彰式を
開催する。

① 年金委員功労者表彰式を以下のとおり開催した。
開催日：11月22日
場 所：沖縄産業支援センター
受賞者：厚生労働大臣表彰 1名

日本年金機構理事長表彰 1名
日本年金機構理事表彰 4名

○ 感染拡大防止策について会場側と十分
に事前準備を行い、スムーズな式の運
営ができた。

各
年
金
事
務
所
の
取
組

① 各年金事務所において、
公的年金制度を積極的に
ＰＲするための独自の取
組を実施する。

① 11月15日に沖縄国際大学において、学生12名と年金事務所職員
との年金ミーティングを開催した。学生から年金に関する疑問
や質問に年金事務所職員がわかりやすく解説した。

県内の金融機関に対して国民年金制度周知チラシの設置及び
保険料の口座振替申出書の勧奨依頼を行った。

協力依頼した金融機関
琉球銀行、沖縄銀行、沖縄海邦銀行、郵便局、ＪＡ沖縄

○ 新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、例年のように大型商業施設での年
金相談会などはできなかった。

○ 広く国民の皆様に年金制度知っていた
だく大切な機会であることから、本部
とも連携し、より工夫を凝らした取組
を検討する。
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○地域年金事業運営調整会議
計画 実績 総括及び課題

運
営
調
整
会
議

① 地域年金事業運営調整会
議を年2回開催し、取組
状況を報告する。

② 地域年金事業運営調整会
議委員に、年金制度や事
業に関する情報提供を行
う。

③ これまでいただいた会議
における提言を取組に反
映させる。

① 新型コロナウイルス感染症の影響により、令和3年6月開催予定
の地域年金事業運営調整会議は、資料の送付による書面開催と
なった。
主な議題：令和2年度事業実施結果報告

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う対応
オンラインビジネスモデルの推進
令和3年度事業計画

② 地域年金事業運営調整会議委員に、「ねんきん月間」や「年金
の日」にかかるポスター・リーフレット、予約相談にかかる
リーフレットを送付し、各種取組への協力依頼を行った。

③ いただいた主なご意見について、次ページのとおり検討・対応
した。

○ 今後、地域年金事業運営調整会議をは
じめ各種会議や研修について、オンラ
インを活用した開催も可能となるよう、
機構本部と連携して取り組んでいく。

○ 書面による開催となった場合でも、委
員の皆様のご意見をしっかりと事業に
反映できるような仕組みを引き続き構
築していく。
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○地域年金事業運営調整会議
計画 実績 総括及び課題

運
営
調
整
会
議

会議 ご意見 対応

１ 令和3年度
上期書面開催

地域年金事業運営調整会議もオンライ
ンで開催できるようにしてほしい。

日本年金機構では、オンラインによるビジネスモデルを実現していくことと
しており、お客様に提供できるサービスのオンライン化に係る具体的な施策を
検討し、順次推進しております。地域年金展開事業においては、年金セミナー、
年金説明会、年金委員研修会をオンラインで開催しているところです。地域年
金事業運営調整会議のオンライン開催につきましては、現状として実施ができ
ないところですが、ご要望として機構本部へ報告いたします。

２
令和3年度
上期書面開催

新型コロナ感染拡大に伴う対応は国民
にとってもありがたいことだと思う。
感染拡大が止まらない中、猶予期間等
をさらに延長できないか。

新型コロナウイルス感染症の影響により令和2年2月以降の任意の期間に相当
な収入の減少が生じた場合令和2年2月1日から令和3年2月1日までに納期限が
到来する厚生年金保険料等の納付は、申請により1年間猶予することができる納
付猶予特例制度が設けられました。令和3年2月1日以降も厚生年金保険料等の
納付が困難な場合は、猶予制度を受けられることがありますので、年金事務所
では納付勧奨にあたっては、猶予制度の案内を行うなど事業所の状況に応じた
対応を行っております。国民年金に関しましては、令和2年2月から令和4年6月
までの期間臨時特例免除制度が延長されております。

３
令和3年度
上期書面開催

多様な年金セミナーの実施ということ
でオンラインセミナーもあるがこれま
での実施例はどの程度か？また、その
時の課題等はあるか。

オンラインセミナーの実績としては、令和3年2月から令和3年12月まで15回
となっております。課題等につきましては、講師がオンラインによる説明の経
験が少ないため参加者とのコミニケションがとれていないと感じております。
オンラインでもコミニケションをとれるよう講師のスキルアップを図ってまい
ります。

４
令和3年度
上期書面開催

若者の納付率を上げるには、SNSの利
用も積極的に導入すべきだと思う。

令和2年度に20～24歳の国民年金被保険者を対象に国民年金に関するアン
ケート調査を実施しました。その中で「国民年金制度の周知方法として有効な
ものは何か」との問いに25.8％はSNS、20.9％が年金セミナーと回答していま
す。委員のご指摘のとおり若年者の年金広報にはSNSの利用を積極的に取り組
む必要があると感じております。令和3年8月から日本年金機構のツイッターを
利用し沖縄在住者向けのツイートを開始し令和3年12月までに8回のツイートを
発信しました。
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３．トピックス

（１）オンラインビジネスモデルの実現

（２）新型コロナウイルス感染症への対応
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（１）オンラインビジネスモデルの実現
新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた「オンラインビジネスモデルの実現」に向け、従来の対面型

サービスのニーズにも適切に対応しながら、業務の非対面化・デジタル化を推進しています。

ＩＣＴ（情報通信技術）を効果的に活用し、お客様の手続き負担の軽減と利便性を向上し、日本年金機構に

おける正確・迅速かつ効率的な事務処理の実現を目指します。

・お客様との非対面型チャネル（オンラインチャ
ネル）の拡充

・全国ベースでの年金事務所配置の見直し

【チャネルミクス】

お客様チャネルの多様化

（事業所向け）
・電子申請の更なる利用促進
・「オンライン事業所年金情報サービス（仮称）」の構築

（個人のお客様向け）
・マイナポータルによる簡易な国民年金保険料免除申請などの届
書作成・申請を可能とする機能構築の検討

・オンラインによる年金セミナー・年金制度説明会の拡充

【お客様】

サービスのオンライン化

・電子データによる文書管理の手法確立・環境整
備など、「紙を移動させない」デジタルワーク
フローへの転換

【内部処理】

デジタルワークフローの確立

■ オンラインビジネスモデルの3つの方向性
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■ オンラインによる「年金セミナー」「年金制度説明会」の推進

動画提供非対面型（オンライン）対面型

日本年金機構では、安心してどこからでも年金セミナー等を受講していただけるよう、オンラインによる「年金セミナー」や

「年金制度説明会」の開催を推進しています。

Ｗｅｂ会議サービスを利用して講師と受講者を
オンラインで結び、モニターを通じて実施する
方法

講師が相手先に赴き、受講者と対面で
実施する方法

日本年金機構から配付された
セミナー用動画（ＤＶＤ）を
受講者が視聴する方法

年金事務所の専用端末による配信など、
集合型、分散型、様々な方法に対応
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（２）新型コロナウイルス感染症への対応

日本年金機構では、政府方針として示された「新型コロナウイルス感染症経済対策」を受けて、国民年金保
険料免除等における臨時特例措置や、厚生年金保険料等の納付猶予特例などに対応しています。

①国民年金保険料免除等
における臨時特例措置

②厚生年金保険料等
の納付猶予特例

③標準報酬月額
の特例改定

④障害状態確認届
の提出期限延長

制度概要

○失業や事業の休止に至らな
い場合でも、収入の急減に
より当年中の見込み所得が
国民年金保険料の免除基準
相当に該当する方について、
簡易かつ迅速な手続きによ
り、国民年金保険料の免除
などを可能とする。

○相当な収入の減少が生じた
場合、令和2年2月1日から令
和3年2月1日までに納期限が
到来する厚生年金保険料等
を、申請により1年間猶予す
ることができる。なお延滞
金は全額免除となる。

（※現在は納付猶予特例は終了し、
申請による換価の猶予等をご案内
している。）

○新型コロナウイルス感染症
の影響による休業により報
酬が著しく下がった方につ
いて、厚生年金保険料等の
標準報酬月額を、通常の随
時改定（4か月目に改定）に
よらず、翌月から改定する。

○障害年金の受給者等に提
出していただく障害状態確
認届（診断書）について、
提出期限が令和3年11月末
日までにある方について、
提出期限を延長。

日本年金機構に
おける対応

○ホームページで制度内容を
案内するとともに、申請書
などを掲載。
○短期未納者に対して保険料
納付の案内をするための文
書に、臨時特例措置の内容
を掲載して送付。
○令和3年9月末時点におい
て、約54.4万件を承認。

○特例施行による相談体制を
確保するため、本部に臨時
コールセンターを設置。
○特例対象期間の保険料が未
納の事業者に対し、特例措置
の内容の周知及び利用案内の
ための文書を送付。
○約9.8万事業所の申請を許可、
猶予額は約9,700億円。

○特例猶予制度を利用した適
用事業所に対し、特例措置
の内容の周知及び利用案内
のための文書を送付。
○令和3年9月末時点において、
約2.9万事業所、約50.2万人
の標準報酬月額を改定。

○提出期限の延長のお知ら
せを対象者に送付すると
ともに、年金支給を継続。

■ 新型コロナウイルス感染症への主な対応
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４．令和４年度事業計画（案）
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令和４年度 重点取組事項

コロナ禍を克服し、新しい時代を切り拓こうと社会全体が着実に歩みを進める中で、「正確な給付、適切
な年金制度の運用により、高齢化社会における我が国社会の安定・安心に貢献すること」が、日本年金機構
に与えられたミッションです。

地域年金展開事業をより一層推進し、年金制度に対する正しい知識と理解を深め、制度加入や保険料納付
に結び付けることで、令和4年組織目標である「コロナ禍の克服 新しい時代への貢献」に寄与することを
目指します。

上記を達成するため、以下の３点を、沖縄県の地域年金展開事業における「令和4年度重点取組事項」に
位置づけます。

【令和4年度重点取組事項】

１．市町村や関係機関との連携強化を図り、公的年金制度の周知・理解を促進する

２．オンラインを積極的に活用した多様な地域年金展開事業を推進する

３．年金委員活動の活性化及びサポート体制の更なる強化を図るとともに、委嘱拡大を進める
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（１）市町村、自治会、事業所、関係機関との協力連携

市町村、自治会、事業所、関係機関等と協力連携し、公的年金制度の周知・広報の充実及び国民年金保険
料の納付率向上を図る。

１．関係機関・関係団体との連携による周知・啓発
・市町村、ハローワーク、税務署等に、窓口での年金制度に関するポスターの掲示及びリーフレット

の設置を依頼し、地域住民への情報提供の充実を図る。
・関係機関の会議や研修会に参加し、年金制度や事業に関する情報提供を行う。

２．市町村広報誌等による周知・啓発
・市町村広報紙等を活用し、年金制度に関する情報提供を行う。
・社会保険協会発行の広報誌に事務手続きに関する記事等を掲載する。

３．年金制度説明会の開催
・地域住民及び企業や団体の従業員を対象とした年金制度説明会を積極的に開催する。
・開催にあたっては、オンラインを積極的に活用し、多様な開催方式に対応する。

４．関係機関・関係団体との連携強化
・市町村担当者への研修や事務打合せ会を定期的に開催する。
・市町村担当者向け情報誌「かけはし」を年6回（奇数月）送付し、情報提供を行う。
・関係機関のニーズを十分聞き取り、効果的な情報提供・制度説明会を実施する。
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（２）地域における相談事業

地域住民のニーズに応えるとともに年金制度への理解を深めていただくため、自治体やハローワークに出
向き、出張年金相談を実施する。

１．市町村等における出張年金相談の実施
・年金事務所から遠隔地の市町村に赴き、出張年金相談を開催する。

２．ハローワークでの雇用保険受給者説明会にあわせた制度説明会や国民年金保険料免除申請にかかる相
談会等の開催

３．「ねんきん月間」を活用し、多様な方法により公的年金制度の周知・広報を実施

４．企業や団体の従業員等に対する年金制度説明会の開催
・企業や団体等に対する制度説明会を通じて、電子申請やねんきんネット、制度改正事項等について、

広く周知・広報する。
・開催にあたっては、オンラインを積極的に活用し、多様な開催方式に対応する。
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（３）教育機関を対象とした年金セミナー事業

高校生、専門学校生、大学生等の若い世代を対象に、公的年金の大切さを知り、制度への理解を深めてい
ただくため、多様な年金セミナーを積極的に実施するとともに、効果的なアプローチを検討・実施する。

１．年金セミナー開催に向けたアプローチ
・沖縄県教育庁に対し、高校での年金セミナー開催に向けた協力依頼を行う。
・高校、大学、専門学校等に対し、リーフレットやセミナー動画（DVD）の送付、電話勧奨等のアプ

ローチを積極的に行う。

２．オンラインを活用した年金セミナーの推進
・Web会議サービスを活用したオンラインでの年金セミナーの拡大を図る。
・オンラインセミナーの他、新型コロナウイルス感染症対策を徹底したうえでの対面によるセミナー、

セミナー動画（ＤＶＤ）の視聴など、各学校のニーズや環境に応じた多様なセミナーを開催する。
・実施後のアンケートや先生方のご意見をもとに、適宜、実施方法や教材の見直しを図る。
・セミナー講師育成のため、機構職員に対する研修やコンテストを充実させる。

３．地域年金推進員の活用
・地域年金推進員が高校訪問し、リーフレットを活用した説明及び年金セミナー開催のアプローチを

行う。
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（４）年金委員活動の活性化・委嘱拡大

年金委員は、地域や職場での制度周知・理解の促進に欠かせない存在であり、国民年金の納付率向上、無
年金者・低年金者の防止に貢献していただく、いわば「地域や職場における機構職員」である。

年金制度に関する研修会や情報提供を充実させることより、年金委員活動の活性化とサポート体制の強化
を図るとともに、年金委員の意義・やりがいをしっかりアピールし、委嘱拡大に取り組む。

１．定期的な研修会・意見交換会の開催
・厚生労働省からの通知に基づき、制度改正事項や重点協力依頼事項を中心とした研修会・意見交換

会を開催する。
・地域型年金委員連絡会を活用し、地域型年金委員の組織的活動の活性化を図る。

２．積極的な情報提供及び制度周知への協力依頼
・「年金委員活動のてびき」や情報誌「なごみ便り」を送付し活動を支援する。
・各種啓発資料（退職後の年金手続きガイド、アニュアルレポート等）を送付するなど、積極的に情

報提供を行う。
・地域型年金委員及び職域型年金委員を活用し、地域住民及び企業の従業員への制度周知や情報提供

を行う。

３．委嘱数拡大に向けた取組
・職域型年金委員については、年金委員未設置事業所に推薦依頼文書を送付する。
・地域型年金委員については、推薦母体となる関係団体に年金制度の周知広報の重要性を理解してい

ただいたうえで、積極的に推薦依頼を行う。
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（５）「ねんきん月間」及び「年金の日」における取組

（６）地域年金事業運営調整会議

11月の「ねんきん月間」や11月30日の「年金の日」において、各年金事務所が創意工夫し、公的年金制
度の普及・啓発活動を積極的に実施する。

１．年金委員功労者表彰式の開催

２．各年金事務所における公的年金制度の普及・啓発活動の実施

地域、教育機関、企業の中での年金制度の周知・理解・支援のネットワークの強化並びに地域年金展開事
業の推進を図るため、地域年金事業運営調整会議を開催する。

１．開催時期
・令和4年6月及び令和5年2月

２．主な議事
・事業計画、事業実施結果の報告、事業における重点施策 など
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５．参考資料

（１）令和2年 年金制度改正の主な改正事項
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（３）沖縄県の国民年金保険料納付率

（４）沖縄県の国民年金保険料年齢別納付率
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（１）令和２年 年金制度改正の主な改正事項

繰下げ受給の上限年齢が、

70歳から75歳に引き上げられます。

現在

改正後
（令和4年4月から）

75歳

繰下げ待機 本来年金額

65歳

（受給権発生）
70歳

（繰下げ申し出）

繰下げ加算額 84%増額
（10年待機分）

※増額率は1か月あたり0.7%

※この改正は、昭和27年4月2日以降生まれの方が対象です。

繰下げ待機 本来年金額

65歳

（受給権発生）
70歳

（繰下げ申し出）

繰下げ加算額 42%増額
（5年待機分）

※増額率は1か月あたり0.7%

令和4年4月から
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60歳～64歳の在職老齢年金の「支給停止基準額」が、

28万円から47万円に引き上げられます。

現在
改正後

（令和4年4月から）

1か月あたりの
年金額

年収の12分の1
（賞与を含む月額報酬相当額）

1か月あたりの
年金額

年収の12分の1
（賞与を含む月額報酬相当額）

28万円

47万円

47万円までなら
年金が全額支給

※今回の改正により、65歳以上の支給停止基準額の47万円（令和3年度額）に統一されました。

+ +

支給停止

28万円を超えると
越えた額の2分の1
の年金を支給停止

令和4年4月から
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65歳以降も働いて厚生年金に加入すると、

毎年、年金額が改定され年金が増えます。

現在

改正後
（令和4年4月から）

老齢基礎年金

老齢厚生年金

65歳 66歳 67歳 69歳 70歳68歳

退職改定による増額分

（70歳まで継続して就労）

70歳到達時に年金額を決定

老齢厚生年金

65歳 66歳 67歳 69歳 70歳68歳

在職定時改定による増額分

（70歳まで継続して就労）

在職中、毎年1回の改定

老齢基礎年金

令和4年4月から
（改定は10月分の年金から）
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従業員数101人～500人の企業で働く

短時間労働者が、新たに社会保険の適用となります。

20時間

30時間

50人 100人 500人

従業員数

週の所定
労働時間

適用拡大以前からの加入対象者

平成28年10月からの
加入対象者

令和4年10月からの
加入対象者

令和6年10月から
加入対象予定

【加入対象となる4つの条件】
① 週の所定労働時間が20時間以上 ② 月額賃金が8.8万円以上
③ 2か月を超える雇用の見込みがある ④ 学生ではない

令和4年10月から
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（２）令和３年度における主な事業の取組状況（全国）

※

項目 年度計画等における目標 取組状況

国民年金
・現年度納付率について、令和元年度実績から2.0ポイント程
度の伸び幅を確保
・最終納付率について、令和元年度の現年度納付率から8.0ポ
イント程度の伸び幅を確保

・現年度納付率は67.2%となり、対前年同期（64.3%）から+2.9ポイント
・最終納付率は77.1%となり、令和元年度の現年度納付率（69.3%）から+7.8
ポイント

厚生年金保険

・加入指導による新規適用事業所数8.8万事業所を確保
・国税源泉徴収義務者情報等を活用した加入指導により、約5.8万事業所を新規
適用
・適用事業所数は約255万事業所（令和2年度末比+4.7万事業所）、被保険者数
は約4,090万人（令和2年度末比+42万人）

・被保険者824万人に相当する事業所数に対し調査を実施 ・事業所数約13.4万件、被保険者数約540万人に相当する事業所の調査を実施

・既存の納付の猶予及び換価の猶予並びに納付猶予特例の許可
中の保険料額を除いた収納率について、前年度と同等以上の
水準を確保

・厚生年金保険料収納率は96.0%（前年同期収納率96.1%）
・なお、各種猶予制度の許可中の保険料額を除くと、98.5%（前年同期収納率
97.9%）

年金給付
年金相談等

・サービススタンダードの達成率90％以上を維持（老齢及び
遺族年金：1か月、障害年金3か月）

・令和3年8月末時点における老齢年金、遺族年金、障害年金のサービススタン
ダードについて、いずれも90％以上を維持

・インターネットから年金相談予約を受け付けるサービスを円
滑に運用する

・ねんきんネットのシステム及びセキュリティ環境を活用し、令和3年5月から
年金請求書（事前送付用）にかかる来訪相談予約を対象として運用を開始。令
和3年10月末時点で約1.9万件の予約申込を受付

・年金セミナー等について、各機関等のニーズや環境に応じた
方法により実施する

・年金セミナー614回（対前年同期比+490回）、年金制度説明会1,045回（同
+838回）。このうち、非対面形式による実施は、年金セミナーは77回（同
+52回）、年金制度説明会169回（同+167回）

年金制度改正
への対応

・令和2年6月公布の法律改正項目について、正確かつ円滑に
実務を実施できるよう取組を行う

・令和4年4月以降に施行される改正項目（※）にかかる必要な対応（システム
開発や業務処理要領の整備、日本年金機構HP等による改正内容の周知など）
について実施
（※）老齢基礎年金等の繰下げの上限年齢の引き上げ、被用者保険の適用拡大等

ICT化の推進
・事業主の事務手続きの負担軽減や利便性の向上を図り、オン
ラインサービス提供の環境整備を進めるため、電子申請の利
用促進に取り組む

・令和3年4月から10月までの主要7届書の電子申請利用割合について、56.7%
（電子申請利用促進取組開始前の令和元年同期比+33.7ポイントと大幅に増加
（令和2年同期比+16.8ポイント）

※実績数値は特段の記載がない限り令和3年9月末時点
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〇令和２年度の納付率は61.07%となりました。
〇前年度からの伸びは全国が2.24%であるのに対し沖縄県は5.66%で納付率の差は縮小しています。
〇全国との納付率の差は10.42%であり縮小傾向にあるものの開きは依然として大きい状況です。
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66.34%
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令和2年末 現年度保険料納付率推移

全国平均 沖縄県

17.23%差

10.42%差

（３）沖縄県の国民年金保険料の納付率
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〇年齢別による納付率においては、20歳～24歳の納付率が、40.1%と年齢別では一番低く全国とは、
27.1%の開きがあります。
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（４）沖縄県の国民年金保険料の年齢別納付率
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